
支援対象児童等見守り強化事業の
背景と概要

こども家庭庁 支援局 虐待防止対策課 調整係⾧ 福井 充

R7.3.5(水)支援対象児童等見守り強化事業オンラインセミナー
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児童虐待相談対応件数の推移

○ 虐待相談の内容別割合

総 数心理的虐待性的虐待ネグレクト身体的虐待令和４年度
（令和６年９月現

在）
214,843(100.0%)

（+7,183）
128,114(59.6%)

(+3,390)
2,393(1.1%)

（+146）
34,872(16.2%)

（＋3,424）
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○ 虐待相談の相談経路

平成27年７月
児童相談所全国共通
ダイヤルを３桁化

平成25年８月
「子ども虐待対応の手引き」において、
きょうだいへの虐待を当該児童に対する
心理的虐待であると例示。

平成16年10月
児童虐待防止法の改正により、配
偶者間の暴力（面前DV）が心理的
虐待に含まれることが明確化され
た。

○令和４年度における児童相談所の児童虐待相談対応件数は、214,843件（令和６年９月現在） 平成11年度に比べて約18倍
〇心理的虐待の割合が最も多く（59.6%）、次いで身体的虐待の割合が多い（23.0%）。
〇相談経路は、警察等（52.3％） 近隣知人（10.3％）家族（8.3％）学校等（7.4％） からの通告が多くなっている。

平成25年12月
警察がDV事案への積極的な介
入及び体制を確立したことに伴
い、警察から児童相談所への通
告が増加した。

令和元年12月
児童相談所虐待対応
ダイヤルを無料化
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市町村における虐待相談の内容別件数の推移

【出典：福祉行政報告例】 3
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○ 地域子育て支援拠点を利用している母親に対し、拠点を利用する前の自身の子育ての状況をたずねたところ、
「子育てで、つらいと感じることがあった」（62.6％）、「家族以外の人と交流する機会があまりなかっ
た」（57.2％）、「子育ての悩みや不安を話せる人がほしかった」（55.4％）、など、子育ての不安や悩み
を相談・共有するニーズがある。

子育て家庭の置かれている子育ての状況

拠点を利用する前の自身の子育ての状況

※ＮＰＯ法人子育てひろば全国連絡協議会「地域子育て支援拠点における「つながり」に関する調査研究事業報告書」（2017年）
（全国の地域子育て支援拠点事業を運営する団体（計240団体）の利用者について、各団体において任意の開所曜日・時間に１拠点あたり10人程度に無作為配
布するよう依頼し回答を得たもの（有効回答数1136人））
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〇 小・中学校における不登校児童生徒数は約34万6千人（11年連続で増加し、過去最多）

〇 そのうち、学校内外の機関等で専門的な相談・指導等を受けていない児童生徒数は約13万４千人（38.8％）（過去最多）
である。
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＜養育者側の要因/状況＞

〇妊娠期・周産期の問題（①）
予期しない妊娠／計画していない妊娠…27.7% 妊婦健康診査未受診…27.3%

妊娠届の未提出…20.4% 若年（10代）妊娠…17.0%

〇生育歴 （②～⑨）

両親間にDVがあった （実母）…21.3%※ （実父）…15.9%※

非行歴 （実母）…28.8%※ （実父）…25.7%※

中学卒 （実母）…31.2%※ （実父）…24.2%※

虐待を受けた経験 （実母）…39.6%※ （実父）…24.2%※

〇養育者の心理的・精神的問題等 （⑩、⑪）
（実母） 養育能力の低さ…27.8% 育児不安…23.8%

精神障害…10.8% 衝動性、うつ状態…10.6%
（実父） 養育能力の低さ…15.6% 攻撃性…11.0%

感情の起伏が激しい…10.2% 衝動性、怒りのコントロール不全…9.8%

〇家庭の経済状況（家計を支えている主たる者別）（⑫、⑬）
家計を支えている主たる者＜実母＞ 市区町村民税非課税世帯… 46.2%※

家計を支えている主たる者＜実父＞ 年収500万円以上…50.0%※

〇地域社会、親族との接触状況 （⑭～⑰）

家庭と地域社会との接触状況 ほとんどない…37.4%※

家庭と親族との接触状況 ほとんどない…15.3%※

＜こども側の要因/状況＞
〇死亡時点のこどもの年齢 （⑱）

０歳児…48.2% ３歳児以下…76.0%
〇こどもの疾患・障害等 （⑲）

身体疾患…14.3% 障害、身体発育の問題…12.5%
〇こどもの情緒・行動上の問題 （⑳）

あり…42.9%※
内訳）指示に従わない、かんしゃく…17.1%※

ミルクの飲みムラ、激しい泣き、多動…14.3%※

＜その他＞
〇加害の動機（㉑、㉒）

保護を怠ったことによる死亡…20.2%※ しつけのつもり…15.1%※

こどもの存在の拒否・否定…12.8%※

虐待にかかるリスク要因と主な施策

＜予期せぬ妊娠、若年妊娠等に対する支援＞
〇「妊産婦等生活援助事業」

家庭生活に支障が生じた妊産婦が安心して生活できる居住の場を提
供し、日常生活の支援や養育に関する相談・助言、関係機関との連絡

〇「低所得の妊婦に対する初回産科受診料の支援」
経済的負担軽減を図るとともに、妊婦の状況を継続的に把握し必要な
支援に繋げるため、要件を満たす妊婦の初回の産科受診料を助成

＜妊娠期からの早期の支援が必要な家庭を着実に支援に繋ぐ＞
〇 「出産・子育て応援交付金」

妊娠届出時から妊婦・子育て家庭に寄り添い、関係機関とも情報共有
しながら、出産・育児等の見通しをたてるための面談やその後のプッシュ
型の情報発信・相談の随時受付等を行う伴走型相談支援と経済的支援

〇 「こども家庭センター」の設置と「サポートプラン」の作成
全ての妊産婦・子育て世帯・こどもの一体的相談機関として、支援を要
する妊産婦等へのサポートプランを作成した上で、母子保健・児童福祉
の支援の提供を一体的にマネジメント

〇 「家庭支援事業」
（親子関係形成支援事業、子育て世帯訪問支援事業、児童育成支

援拠点事業、子育て短期支援事業、養育支援訪問事業、一時預
かり事業）」 等

＜困窮する子育て家庭に対する支援＞
〇「児童扶養手当」

〇「ひとり親家庭等の子どもの食事等支援事業」 等

＜こどもの障害や育てづらさに対する支援＞
〇「障害児通所支援」

（児童発達支援、放課後等デイサービス 等）

主な施策

※は有効割合として算出

リスク要因とその背景

R6.9 第20次死亡事例報告
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見守り支援体制強化が必要な背景

• 児童虐待相談対応件数は児童相談所・市区町村ともに増加傾向
にあり、ニーズ・状況の把握や支援を必要とする家庭が顕在化

• 子育て家庭においては養育に不安・悩みがあるものの相談・共有
できる場がない傾向がある

• 学齢期においては不登校児童生徒数が過去最多であり、不登校
児童生徒の約４割は、学校内外の機関等で専門的な相談・指導を
受けられていない状況にある

• 死亡事例事案においても、行政や地域社会とのつながりが希薄

支援を必要とする妊婦・こども・家族が孤立しているため

官民連携による状況把握や支援的アプローチが欠かせない

7



○ 市町村において、妊産婦や子育て家庭を早期から支援して子育てを支える（身近な市町村の強み）
○ 市町村にこども家庭センターを設置し、妊娠届や各種健診、様々な関係機関との連携などを通じて

早い段階で家庭の困難を把握･支援する中核を担い、地域全体で継続的に家庭を支える体制を強化
○ 設置率50.3％(R6.5.1) 令和８年度までに全市区町村に整備するため開設や運営の経費を補助

こども家庭センターを中核とした包括的･継続的な支援

妊娠期 青年期学齢期乳幼児期

妊産婦・子育て家庭・こども

親子関係形成･
再構築の支援

保育所・幼稚園 等

子育てひろば

産前産後ヘルパー
産後ケア

一時預かり・
ショートステイ

こども食堂など
家や学校以外の
こどもの居場所

こども家庭センター（市区町村）

●妊産婦･子育て家庭･こどもの状況把握と相談対応、情報提供
●各家庭の状況に応じたサポートプランの作成による計画的な支援
●様々な関係機関や支援メニューとの協働、資源開拓･メニュー構築

ニーズや課題に応じた相談支援
及び 支援メニューの活用

児童相談所協 働

放課後児童クラブ
児童館

関係機関･地域資源と協働して包括的･継続的に支援

障害児支援事業所

医療機関
（産科･小児科等）

学校・教育委員会

妊産婦、子育て世帯、こどもが
気軽に相談できる身近な相談機関

（保育所、認定こども園、幼稚園、
地域子育て支援拠点事業 など）

地域子育て相談機関

要保護児童対策地域協議会
（地域ネットワーク）

調整機関(こども家庭センター等)の調整の下、
●家庭状況等の情報共有･アセスメント
●必要な支援の検討、役割分担の決定
●支援の進行管理、評価・見直し 等

食事等提供付きの見守り訪問支援
（未把握の家庭含むアウトリーチ）

児童育成
支援拠点
(常設型の
居場所)

子ども･若者支援地域協議会
（若者の相談機関･支援団体等）

妊産婦等
生活援助事業

民生･児童委員

妊娠届出・妊婦健診・新生児訪問・
乳児家庭全戸訪問・乳幼児健診 等

育児･家事支援
訪問ヘルパー

養育支援訪問
（相談支援）

所属・相談

関わり・支援

所属・相談

関わり・支援

相
談
・
支
援
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〈児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金〉令和７年度予算案 207億円の内数（177億円の内数）

支援局 虐待防止対策課支援対象児童等見守り強化事業

事業の目的
児童虐待防止に向けて子育て世帯が孤立しないよう支援するため、市町村の要保護児童対策地域協議会が中核となり、訪問による食事提供等を

伴う支援を行うこども宅食等の支援を行う民間団体等も含めた様々な地域ネットワークを総動員し、支援ニーズの高いこども等の状況を把握しな
がら見守り、必要な支援につなげることができる体制の強化を推進するとともに、こども自身が申請できる仕組みや、都道府県を介した中間支援
法人としての実施形態を導入し、より多くの支援を必要とするこどもを把握し支援につなげる体制強化を図る。

事業の概要
① 市町村からこども宅食を行う民間団体等への委託等により、状況の把握、食事の提供、生活習慣習得の支援などを実施
② ①に加え、おむつ等の消耗品の提供等により巡回活動の強化する場合に経費を加算［巡回活動費強化加算］
③ 都道府県から中間支援法人への委託等により、状況の把握、食事の提供、生活習慣習得の支援、周知啓発などを実施できる（※①の対象者とは

重複しないこと）

実施主体等
【実施主体】①及び②：市町村（特別区含む）、③：都道府県

【補助率】 ①及び②：国２／３（市町村１／３）、③：国２／３（都道府県１／３）

【補助基準額】①：１か所当たり 8,259千円、②：１か所当たり 5,273千円、③：１都道府県当たり 60,000千円（＋周知啓発加算28千円）

拡充

■支援が必要なこども等の把握
■養育状況の把握 ■心のケア
■孤独・孤立の解消 など

見守り支援

子育て支援を行う
民間団体等※

（こども食堂.こども宅食等）
※要対協の構成員に限定しない

状況の把握

要保護児童対策地域協議会
・支援対象児童、特定妊婦等の状況
の確認に関する役割分担の決定

・状況確認や支援に関する進行管理、
総合調整 等

基本的な活動

食事の提供 生活習慣の習得
・学習の支援等

定期的な状況
の把握・支援

都道府県

中間支援法人
実施主体

市町村
委託・補助

子育て支援を行う
民間団体等※

（こども食堂.こども宅食等）
※要対協の構成員に限定しない
※市町村から補助を受けている
団体を除く

委託・補助

委託・補助
・助言等

アウトリーチ

こどもの居宅等を訪問して以下の支援を実施

※ 居場所型は令和７年度から廃止（「地域こどもの生活支援事業」に一般化して補助実施）
※ 中間支援法人が、民間団体等に対して運営に関するノウハウの提供や助言等を行うことで、事業展開を加速化（中間支援法人自身による事業実施も可）
※ ②及び③は、令和５年度補正事業「アウトリーチ支援・宅食事業」
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10

支援対象児童等見守り強化事業を実施している市区町村
（R6.10.1時点）



<児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金> 令和７年度予算案 207億円の内数（177億円の内数）

支援局 虐待防止対策課虐待・貧困により孤立し様々な困難に直面する学生等へのアウトリーチ支援

事業の目的

親からの虐待や貧困家庭であることに起因して孤立し生活困窮や心身の不調等の様々な困難に直面する学生等に対し、企業や一般
からの寄付等に基づく生活援助物資をアウトリーチ型で配布すること等により、脆弱な生活基盤の支えとするとともに、生活援助物
資の配布等をきっかけとして更なる相談支援へとつなげていくことを目的とした取組に対し補助を行うことで、こども・若者支援の
機会の充実を図る。

事業の概要

実施主体等

【実施主体】都道府県または指定都市（民間団体への委託可）
【補助率】国:１／２、都道府県、指定都市:１／２
【補助単価】都道府県:78,774千円、指定都市:47,445千円

新規

自治体
(都道府県又は
指定都市)

学生等
相談

生活援助物資の配布・配送

学生等とつながるきっかけ・
相談できる関係性の構築

①生活援助物資の配布・配送及び②相談支援を実施することを通じ、自治体・支援機関等が困難に直面する学生等とつながりを持
ち、学生等が困ったときに相談できる関係性の構築・維持を行うもの。
【具体的方法】
①:フードパントリー等の配布イベント、自宅等の居場所への配送等
②:配布イベントや配送時における相談支援、子ども・若者総合相談センター等の相談窓口での電話・SNS・窓口相談等

※民間団体へ
の委託可
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